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タイにおける「足るを知る経済」の思想とその実践
ロイヤルプロジェクトの地域実践と企業の取組みから

蔡 佩宜＊・大西暁生＊＊

Ⅰ はじめに

タイのプミポン（Bhumibol）前国王は，タイ
の国民に大変敬われている存在であった。プミポ
ン前国王は2016年10月13日に亡くなり，街中に哀
悼の意を表す黒服を着用した民衆が，筆者らがバ
ンコクを訪問した2017年 9 月の時点でも多く見ら
れた。プミポン前国王は在位70年，タイ国民の利
益と幸福のために正義をもって統治するという約
束を果たしたと言われる（TSDF 2016）。プミポ
ン前国王がいかにタイ国民の発展に尽くしてきた
か，その一つの象徴とも言えるのが1961年から国
王の主導で実施されているロイヤルプロジェクト
であった。このロイヤルプロジェクト，またタイ
における持続的農業は全て，プミポン前国王が提
唱する「足るを知る経済」（sufficiency economy）
思想を規範としていると言える（Isarangkun and
Pootrakoo 2002：8）。

「足るを知る経済」の理念は1970年代から提唱
され，1997年のアジア金融危機をきっかけにさら
なら注目を集め，2002年に発表されたタイの第 9
次国家経済社会開発計画では，「足るを知る経済」
が基本哲学として採用され，「持続可能な開発と
全ての人々の幸福が達成される」ためにタイの文
化に基づき強固で調和のとれた社会を目指すこと
が 掲 げ ら れ た（NESDB 2002：ⅰ - ⅲ；小 田

2011：60）。国連機関も「足るを知る経済」と持
続可能な発展や人間開発との共通点に言及してい
た（UNDP Thailand：61-68）。しかし，持続可
能な発展と同様に，理念的には多くの国や人々が
賛同しても，現実に実践できるかどうかは別の問
題である。

本稿では，タイにおける持続的農業の地域実践
および企業の社会的責任（CSR）の実施を考察し，

「足るを知る経済」の理念が提唱されたことによ
って，実際にタイの地域社会および企業の経営に
どのような影響を与えているか，またその実践に
ついて明らかにする。具体的には，政府の発議で
実施されているロイヤルプロジェクト及びタイの
巨大企業の一つである SCG 社の社会的責任

（CSR）の取り組みを取り上げ，検討する。

Ⅱ 「足るを知る経済」の理念と実践

1．「足るを知る経済」の理念
タイ経済は1980年代後半から1997年に通貨危機

が発生するまでの約10年間，急増した海外投資に
伴う急速な工業化を受け，飛躍的な経済成長を達
成した。この期間の平均成長率は9.2%であった。
しかし，タイにおける既存の開発政策が自由市場
に偏向しており，その結果として1997年のアジア
通貨危機後に，社会において様々な歪みが生じた。
経済成長が均衡や持続性より重視されることにな
ったため，結果として富が一部の人や団体に集中
し，農村部に住む 3 分の 2 以上の国民は貧困のま
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まであった。このような利潤最優先の「貪欲経
済」（greedy economy）への反省を踏まえて，

「足るを知る経済」の理念に基づいた開発政策の
転換が必要だとプミポン前国王は強調していた

（野田 2009：65-67）。「足るを知る経済」は，タ
イにおける既存の開発政策を批判した上で，外部
依存型の経済成長を見直し，「内発的発展と自立」
の思想から持続可能な開発をいかに進めるかを主
要な関心としている（津村2014：28-29）。この哲
学は経済成長自体を否定するものではなく，各地
域の開発は各地の地理的・社会的条件に合わせて

「持続的農業」や「コミュニティ開発」などの適
切な政策によって進めるべきであると主張してい
る（Isarangkun and Pootrakoo 2002：9-12）。

その思想の背景にあるのが「仏教経済学」
（Buddhist Economics）の思想である。タイの文
化・道徳の中核は仏教であり，タイ国民の95%が
仏教徒である（櫻井 2004：8）。仏教経済学では，
最小限の消費で最大限の幸福を得ることこそが理
想とされ，消費は幸福を得るための一つのツール
に過ぎない。重要なのは，「近代的な成長」か

「伝統への停滞」かの二者択一ではなく，これら
二者の「中庸の道」である（津村 2014：28-29；
武井 2000：4-6）。つまり，国の開発は高度成長
への最速の道を選択するのではなく，長期的に持
続 可 能 な”節 度（moderate）”と”自 己 免 疫

（self-immune）”の 道 で 進 む べ き で あ る
（Isarangkun and Pootrakoo 2002：13）。持続可能
な発展という概念の提起も，「開発」か「環境保
全」かの二者択一といった局面から脱出し，経済
の発展とともに，環境を保全するという調和の道，
すなわち経済成長と環境保全の中道を模索する試
みである。また，最も知られている持続可能な発
展の定義は「将来世代がそのニーズを満たす能力
を損なうことなく，現在世代のニーズを満たす発
展である」である。ここで提起した“ニーズ”と
いうのは現在社会の「豊かさ」を測る指標とな
る”消費”の多寡ではなく，まさに仏教経済学
の”最小限の消費”という基本的な人間の必要を
満たすものではないかと考えられる。

2 ．農業における「足るを知る経済」の実践
2.1 「ロイヤルプロジェクト」の概要

ロイヤルプロジェクトは1961年から，農業や食
品加工分野における様々な問題を解決するために，
政府が中心となり，たくさんの先導的試験や活動
を行ってきた。そして，試験で得られた結果を，
必要とする農民に自然や地理的条件に合わせた農
作物の栽培方法から，それを利用した製造加工方
法，輸送や売買など市場に出回るプロセスに至る
まで，無料で指導を行ってきた。例えば，ため池
の設置や魚の養殖の指導も，容易に適用可能なも
のであり，あらゆる側面から貧しい農民を自立さ
せよう，農業や食品加工分野に新たな技術を取り
入れることで国を発展させようと国王自ら主導し
てきた。これまでに3,000を超える支援プロジェ
クトは，タイ全土で実施されてきたが，その中枢
はバンコクのチットラダー宮殿内の一画にある

（UNESCO：1；在京タイ王国大使館 2009）。
このエリア内にはモデル牧場，水田，魚の池，

精米所，試験農林にはじまり，牛乳工場，健康食
品，バイオディーゼルや稲のもみ殻を再利用・処
理する工場などがある。これら施設の多くはタイ
で初のモデル事業として設立された。例えば，モ
デル牧場と牛乳工場については，タイは40年前ま
では牛乳を飲む習慣がなかったが，前国王はヨー
ロッパに留学中に牛乳の栄養価値に気付き，自身
の資金で牛乳を普及するプロジェクトを開始した。
また，牛乳のみならず，粉ミルク，チーズやヨー
グルトなどの乳製品の普及にも力を入れた。現在，
牧場にはクローン牛が何頭か見られ，クローン家
畜の研究開発も行われている。そして現在でも，
常に先端的な技術に取り組んでいるという。また，
米についても農地の生産量を最大化するための輪
作の方法を含む米の栽培方法を研究し，各地の農
民を指導してきた。また，農業技術のみならず，
当時生活が貧しくて精米機を買えなかった農民た
ちが力を合わせて，自分の納屋と精米施設を購入
するといった農業組合を1971年から作った

（UNESCO：2-3）。このように，ロイヤルプロジ
ェクトは様々な農業や食品加工の分野から，新し
い科学技術や制度設計を取り入れて国民の生活を
向上させてきた。
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それと同時に，循環型農業や持続可能なリサイ
クルモデルの構築にも力を入れている。これは，
農業の副産品と廃棄物を最大限利用する概念で，
例えば，家畜の排泄物を利用した有機肥料の生産
や，稲のもみ殻を再利用し，炭を作って販売する
ことなどを行っている。そのほか，木の皮から紙
を作ったり，蜜蠟からロウソクを作ったり，また
トウモロコシからバイオディーゼルなどバイオエ
ネルギーを作る研究も行っている。農業の発展の
みならず，環境やエネルギー問題にも関心を持ち，
取り組んできた。タイの第10次国家経済社会開発
計画（2007-2011）では，「環境と調和した幸福社
会」（Green and Happiness Society）をビジョン
に，経済構造の適正化，生物の多様性・環境の質
向上などの重点戦略が定められた（NESDB
2007：8-9）。
2.2 「ロイヤルプロジェクト」の実践と影響

ロイヤルプロジェクトは農家の自立支援と貧困
解消に大きな役割を果した。またタイの農村開
発・農業の分野でのロイヤルプロジェクトのこれ
までの実績と成功は，タイの農業開発政策の中で
見落とすことができないものとなっている（日本
貿易振興機構 2008：24-28）。例えば，農地改革
局は，東北タイの 4 県の農地改革地区（受益農民
数約 2 万世帯）を対象に，「足るを知る経済」思
想及び「新理論農業」 1 )の実践として農村開発を
12年にわたり実施してきた。その結果，ため池の
設置と複合農業への転換により年間農業収入が増
加し，食料自給率の向上により食費の削減へとつ
ながった（小田 2011：61）。さらに，生計向上と
いった農民生活の改善の成果のみならず，農民組
織の活動を通じたコミュニティ全体の能力強化に
も寄与するものであった。それは，プロジェクト
の実施にあたって，政府・行政，開発僧2 )，
NGO，農民組織やネットワーク，大学等の多様
なステークホルダーが参加し，パートナーシップ
におけるさまざまな連携を行った。例えば，タイ
有数の農業・農村開発 NGO である村落財団

（Village Foundation）がプロジェクトの実施にお
いて重要な役割を果たしている。また，ローカル
NGO やコンケーン大学等の地元の機関によって，
農民組織や農民の自立な活動をサポートする体制

もできあがっている（野田 2009：68-70）。こう
した地域コミュニティの構築と強化をすることに
よって，自立的な農村経済の発展を目指している。

これまでタイ全土で推進してきたロイヤルプロ
ジェクトの特徴をまとめてみると，第一に，各地
の天然資源を利用する複合農業が推奨されている
ことである。これは，稲作と魚の養殖，あるいは，
畜産と野菜の生産という組み合わせに代表される。
限られた土地や天然資源の適切な管理を含め，あ
らゆる資源利用から農民を自立させ，食料での自
給自足を達成させるといった目的とその成果は明
確であった。またこうした複合農業において廃棄
物や家畜の排泄物を再利用することで農家のコス
トの削減にもつながった。第二に，前述のように，
家畜の排泄物など有機物の有効利用などから循環
型農業や有機農法を推進することである。第三に，
農業技術の促進のみならず，農業組合や協同組合
といった農村組織やコミュニティの形成と自立を
促進することである。つまり，年間の食料の自給
自足を実現できた後，余剰の作物を販売できるよ
うに，共同組合として生産や市場取引を行うよう
にした。タイの農村社会では，住民組織の相互扶
助や互酬性などが生活に必要な資源を確保するた
めに非常に大きな役割を果たしていると言える

（廣川 2010：213-216）。
このようにロイヤルプロジェクトが推奨した

「複合農業」，「有機農業」，「新理論農業」や「自
然農業」は全て，「足るを知る経済」思想が提示
している自然環境との調和および農家家計の「自
立」に重点を置いていた。つまり，市場的合理性
からみれば，米よりほかの収益性の高い作物の単
一生産，あるいは米を自給生産するよりも市場で
購入した方が高収益を得られるにもかかわらず，
稲作を継続している農家は従来の利潤最大化より
低リスクの自立的な生活を選択していると言える。
また，このように村民が稲作を中心とした複合農
業によって生活の基盤を維持していることも，タ
イの政治体制の「安定」を支えてきた重要な要因
であると考えられる。タイは，1990年から現在ま
での間に大きな政治変動と経済危機を何度も経験
してきた。しかし，政治や経済不況が相次ぐタイ
では，人口の大半が居住する農村部において食べ
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られなくなるほどの飢饉に襲われたことはほとん
どなく，比較的自立できる平穏な生活が営まれて
きたことが，政治体制の「安定」につながったと
考えられる（上原 2011：131-132）。

ここまで検討してきたように，「足るを知る経
済」の理念とその実践はタイの農業社会に大きな
影響を与えている。津村（2014）によれば，調査
地の東北タイのコーンケーン県のある農村では，

「足るを知る経済」という言葉を知らない農民は
いないし，それが目指すべき理想であることに異
論を唱える者はいないものの，「足るを知る経済」
の説く「新農業理論」を実践する者はあまり見ら
れない。しかし，農村経済の現実をみれば，それ
はむしろ「足るを知る経済」が描いたものに近い
と結論付けている。農民が稲作を中心とした農業
によって生活を維持しながら，賃金労働などの多
様的な収入源から生活をまかなう形は，「足るを
知る経済」が描いたものに近いという（津村
2014：41-42）。

3 ．プロジェクトの実践における地域コミュニテ
ィの役割

「足るを知る経済」は，前国王からの独自な発
想と提唱であるが，東北タイの実施事例からみた
ように農村においての実践では，草の根レベルで
開発僧，NGO，農民と地元の機関の参加と連携
によって成り立つ。つまり，「足るを知る経済」
は，国王や政府機関だけでなく，農民，農村組織
やネットワーク，NGO といった中間組織，開発
僧，大学，さらには援助機関（例えば，国際協力
銀行）といった様々なステークホルダーの参加に
よって実践されている（野田 2009：71-72）。「コ
ミュニティ開発」は「足るを知る経済」を実践し
ていく一つの方法としてよく使われる。それは，
これまで何度も言及したように，「足るを知る経
済」は外部経済に依存しない，国，村や村落の内
発的発展と自立を目指す思想である。

また，「足るを知る経済」の理念は農村におい
ての実践はよく知らされているが，実際，都市開
発においても，国民の生活にも影響を与えている。
例えば，タイは1960年代から国内の経済成長が著
しく加速し，都市への労働人口の移動に伴い首都

バンコクにスラムの形成が進んだ。1980年代末に，
バンコク都民の約24%が1500ヶ所の低所得居住地
に生活し，その21%が強制撤去問題に直面してい
た。タイ政府は強制撤去によって排除する方針を
打ち出したが，強制撤去にあたりスラムコミュニ
ティ住民と衝突を繰り返した。その結果，スラム
の数はほとんど減少せず，失敗に終わった。その
後，行政は方針を転換し，住民主体の開発へ切り
替 え た。1992 年 に 政 府 機 関 UCDO（Urban
Community Development Office）が設立され，
マイクロクレジットを取り入れたプログラムを住
民に紹介した。マイクロクレジットの提供により，
従来民間の金融機関から融資することが困難であ
る低所得層はコミュニティ事業を起業する際に，
所得創出機会を得られるように，低利融資を受け
ることができた。住民参加型の草の根運動を支援
するコミュニティネットワークも UCDO によっ
て組織化することがすすめられた。2000年に，
UCDO 機関はこれまでの都市貧困開発資金のみな
らず，農業資金が注入され，CODI（Community
Organization Development Institute）へと改組さ
れた。これにより，大都市だけではなく，農村部
も含めた全国の住民主体のコミュニティ開発を推
進することになった。さらに，2003年に住民主体
の開発をより進めるためのプログラム，バーン・
マンコン・プロジェクト (BaanMankong Project）
が実施された（高橋 2013：64-65）。バーン・マ
ンコン・プロジェクトは特に住民主体の開発，そ
して住民の自律的参加を強調し，また，「足るを
知る経済」の思想を取り組んでいる。地域住民
に”足りる（enough）”という言葉を知ることが
重要であることを提示し，例えば，なぜ村に道路
の建設が必要かというと，車の所有のためではな
く，村全体が”足りる”という状態により容易に
近づけるためである（Elinoff 2014：97-99）。現
在では，「足るを知る」市民（Sufficient Citizens）
といった言葉も使われ，市民の経済活動のみなら
ず，「足るを知る経済」の思想による環境保護活
動やライフスタイルへの影響もみられる。
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Ⅲ 企業における「足るを知る経済」の実
践─企業の社会的責任（CSR）への取
り組みから

1．世界における企業の社会的責任（CSR）へ
の取り組み

企 業 の 社 会 的 責 任（CSR: Corporate Social
Responsibility）（以下，CSR）という言葉が2000
年から頻繁に使われるようになった。CSR につ
いては現在でも統一された明確な定義がないもの
の，共通の理解としては，企業の活動の中で社会
的公正性や倫理性，また環境や人権などへの配慮
に取り組んでいくものと言える。すなわち，企業
の活動として，利潤の最大化，顧客の満足，株主
価値の拡大，といったものに限らず，社会との関
わりにおいて企業の役割と責任を強調することで
ある（後藤 2004：152）。世界的に CSR への関心
が高まっている背景としては，頻繁に起こる企業
の不祥事，企業のグローバル化，環境問題の深刻
化や市民の要請などが挙げられる。このような背
景から，かつて企業にとっては，CSRを社会的義
務，またそれに付随するコストであるという見方
が大半であったものの，近年，CSR 経営は企業
価値を高め，企業にとってプラスになり得るとい
う認識が広がりつつある（萩原 2005：1-4）。

各国や地域において実施されている CSR は，
これら国・地域の背景や歴史的事情によってその
取り組み方にも相違がある。例えば，欧州におけ
る CSR は，個々の企業の社会問題への取り組み
というより，むしろ全体の経済・社会政策の枠組
みとして議論されている。イギリスはその一つの
代表である。イギリスでは2000年 3 月に，世界の
先駆けとして CSR 促進の目的で CSR 担当大臣が
任命されるとともに，CSR 担当部局が設置され
た。そして，2002年から会社法改正により CSR
情報開示を義務付ける動きも見られた。一方，ア
メリカでは，政府が直接的に CSR 推進には関わ
らず，その普及は NGO や NPO といった市民団
体が中心となって進めてきた（足達・金井
2004：15-28）。

アジアの動きについて，日本では，2003年は
「CSR 元年」と呼ばれ，それ以降国内の企業では，

大企業を中心に CSR への自主的な取り組みが積
極的に進められてきた。環境省の2011年の調査に
よれば，調査対象の6,677社（有効回答：2,923社）
の 8 割が CSR を実施していることがわかった

（環境省 2012：1）。また，我が国では，政府は産
業界の取り組みに規制的に介入するのではなく，
民間中心の取り組みを補完的に支援していく方針
である（経済産業省 2004：76）。中国では，2005
年は「CSR 元年」と呼ばれたが，外国企業や直
接海外市場へ輸出する企業に限られた。経済のグ
ローバル化に対応する中国企業の競争力向上のた
め，また，急激な経済成長で顕在化した環境保全
への対応として，国主導で企業の CSR が推進さ
れている。2005年だけで政府あるいはその関係機
関が主催した CSR セミナーが100以上あった（地
球・環境フォーラム 2006：9）。それ以降，中国
国内における CSR 報告書の発行企業数は著しく
増加しており，その発行企業数は2005年の 9 社か
ら2009年の533社へと急増した（李 2014：166）。

2 ．タイにおける企業のCSRへの取り組み
上記で述べてきたように，アジア各国では2000

年以降，CSR が急速に社会で注目され始めるよ
うになった。タイにおける CSR への取り組みに
ついても，一部の外資系企業や大企業，特にセメ
ントや石油といった生態系や社会に負荷をかける
可能性がある企業，または国際的な関連基準に沿
った CSR が求められる企業には，環境・社会問
題を中心に CSR への積極的な取り組みがみられ
る。一方，企業全体の 9 割を占める中小企業では，
CSR への取り組みがほとんど進んでいない（地
球・環境フォーラム 2006：13）。ただし，前述の
ように，CSR は国や地域により異なる文化や価
値が反映されるものである。タイの文化は伝統的
に仏教の教えに従って，「他人のために善行をす
る」という考えがあり，タイの企業の経済活動に
も，この思想が影響している。そのため，「慈善」
や「寄付」といった形で社会に還元するのがこれ
まで一般的となってきた。実際，タイの企業は昔，
CSR という概念がなくとも倫理的な行動をとっ
てきた。しかし，1970年代に入ると，多くの外国
企業が進出して工業化が進むと，環境問題や労働
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問題などが顕在化し，利益優先の企業経営が一般
的となってきた。

1990年代末からタイに進出する外資企業を中心
に CSR の取り組みは始まったが，これらの企業
は環境規制を遵守して「操業許可」を得ることが
目的となっていた。ただし，その後 CSR が欧米
で広がるにつれ，大規模な外資系企業は社会的役
割が求められるようになってきた（地球・環境フ
ォーラム 2006：13）。1970年代からプミポン前国
王が提唱する「足るを知る経済」思想は，前述の
ように2002年に発表されたタイの第 9 次国家経済
社会開発計画で基本哲学として採用された。この
思想は，外部依存型の経済成長を見直し，これま
での経済成長による「富」の増加から，自発的な
発展と自立を重視する社会の公正さと持続可能な
発展をいかに進めるかを主要な関心としている

（NESDB 2002：1-11）。企業は社会の一員として，
「足るを知る経済」思想を規範としている持続可
能な発展を基盤にいかに企業活動に取り組んでい
るか，またこれまでの欧米型の CSR とは違うタ
イ独自の CSR がどのように発展してきたかにつ
いて，タイにおける巨大企業の一つである SCG
社が取り組んでいる CSR を検討することによっ
て明らかにする。

3 ．SCG社のCSRへの取り組み
SCG は1913年に設立され，現在タイにおける

大企業の一つであり，セメント製造を中核事業と
するコングロマリットである。SCG は100年以上
の歴史を持ち，タイの近代化の歴史にも関わった。
1913年，国で使用される主要な建築材料であるセ
メントを国内で製造できるように，国王ラーマ 6
世によりサイアム・セメント会社が設立された。
当時設立された資本金は王国の財務取扱機関から
50%，その後 SCG の取締役となるタイ在住デン
マーク人実業家から25%，王都省大臣の子供から
25%提供された。SCG は構想段階から，ヨーロッ
パ人 2 名が発起人として入っていた。その理由は，
当時タイ人だけで会社を作る能力や技術が十分で
なかったことと，欧米諸国による植民地支配が強
まった時代からの国益および国際政治の均衡維持
を考慮したためであった。そして，1932年にタイ

の国家体制は絶対君主制から立憲君主制へと転換
し，タイ政府の介入により SCG の取締役は外国
人からタイ人へ移行が始まった。1975年からバン
コク証券取引所の開設と共に株式を上場し，王室
財産管理局が最大株主となり30%の株式を持つこ
とになった。このように，SCG は国有でも外資
系でもない，タイ資本を代表する企業として，ユ
ニークな存在である（Patraree 2015：1-8）。

そして，SCG が長い歴史において，世界規模
で事業を展開する中で，持続的な成長を果たせた
原因の一つは，コーポレート・ガバナンス及び
CSR に積極的に取り組んできたことが挙げられ
る。SCG は2002年から毎年，企業のサスティナ
ビリディレポートを公表しており，また2008年に

「持続可能な成長ガイドライン」，2010年に「SCG
のコーポレート・ガバナンス原則」を作成した。
これらのガイドラインと原則は，SCG の基本理
念や行動綱領に基づいて組み立てられており，こ
の理念に沿って事業活動を展開することが，SCG
の強みにつながっていると考えられる（Patraree
2015：11）。SCG のサスティナビリディレポート
には，レポートの冒頭から SCG は国王のイニシ
アチブに従って企業活動を進めていくことが書か
れており，企業の”生き残り，繁栄，持続可能
性”を達成するため，SCG は社会や全ての関係
パートナーを考慮し，「足るを知る経済」の原則
に沿って経済活動を行うことを明示した。ここで

「足るを知る経済」の原則とは，節度・中庸
（moderation），合理性（reasonableness）と自立
性（prudence）であり，SCG は全ての企業活動
をこれらの原則に基づいて行うこととしている。
また，SCG の一つの「基本理念」である「公平
さを遵守すること」も，全てのステークホルダー
および社会において公平さの実現を目指している

（SCG 2016：6-7）。
具体的に，SCG が実施している CSR の取り組

みについては，主に①持続可能なアプローチ，②
持続可能な経済，③持続可能な環境，④持続可能
な社会，といった 4 つの部分から構成されている

（Patraree 2005：18）。企業の持続可能な経営は，
事業収益の増加，環境の保護および社会の調和に
おいてこの三者のバランスをとらなければならな
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いため，決して容易ではない。そこで，SCGは持
続可能な経営に向けての課題に取り組み・解決す
るため，まずアンケート調査によってステークホ
ルダーの優先順位を調査することで，各課題の重
要度マトリックス（Materiality Matrix）を確立
するプロセスを行った（図 1 参照）。そして，重
要度マトリックスに基づき，SCG は各課題に対
処する具体的な施策を，持続可能な開発委員会計
画に組み込み・実施することとなる。水管理に関
する取り組みを例として挙げると，「事業内で行
う活動」としては，生産過程における水使用量の
削減や水のリユースとリサイクルといった施策を
着実に実施している。その成果として，2016年に
約142,000立方メートルの水を再利用することが
できた（SCG 2016：68）。

また，商品の生産プロセスにおいて発生する環
境負荷を削減する「事業内の活動」のみならず，
社会貢献である「事業外で行う活動」も行ってい
る。2003年から始動した“SCG 水保全プロジェ
クト─明日のため”は，その代表的な活動の一つ
である。このプロジェクトは，森林と水を保全す
るために，長期間にわたり植林などの活動を行っ
てきたが，当時地元の村人たちの間では，焼畑農

業を行う習慣があったため，山火事が頻繁に発生
し，森林がどんどん減少していった。SCG は，
研究センターや地元のコミュニティと協働し，村
人と対話をしながら，従業員をボランティアとし
て活動・参加させ，循環型農業への転換に必要な
支援を行った。また，一つの重要な取り組みとし
ては，土壌の水源涵養のため，砂防ダム（check
dam）も造った。この活動は，社会からも注目を
浴び，政府機関，大学，NGO やマスメディアか
らの協力を得ながら，2008年までに作られた砂防
ダムはすでに13,000基を超えていた。これらの取
り組みによって，山火事は1999年の226件から
2009年の 5 件まで減少した（SCG 2010：52-55）。
このように，地域コミュニティとの対話や協働を
行いながら，資金ではなく必要とするノウハウや
支援を行うことにより，森林が守られ，水源の保
全ができ，そしてこれによって生態系の維持と再
生にもつながった。

水保全事業のほかにも，SCG はグリーンビル
ティングや資源と廃棄物の削減などの取り組みも
行っている。また，人的資本の重視と投資も
SCG の一つの大きな特徴と言われる。1997年に
起こったアジア金融危機の際にも，従業員を一人
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図 1 持続可能性の課題の重要度マトリックス
出典：SCG Sustainability Report 2016 (SCG 2017：12）より筆者作成。



も解雇しなかった（Kantabutra 2007：12）。この
ように，タイにおける多くの外資系企業は「操業
許可」を得るために環境規制を遵守する CSR を
行ってきたのとは異なり，SCG はタイ社会の真
のニーズに応え，多様な範囲において社会貢献を
行ってきた。それは，SCG は国王によって設立
されたこと，また現在，王室財産管理局が30%の
株式を持っていることに大きく起因するかもしれ
ない。しかし，SCG が目に見える形で CSR の目
標設定から課題の重要度の確立，そして各課題に
対処する施策の実施とその評価まで非常に明確か
つ着実に進めてきたことは，他の企業にとって一
つの示唆になるではないかと考えられる。実際，
日本の企業に対する調査によれば，CSR に取り
組んでいない企業は「具体的に何をしていいのか
わからない」といった回答が最も多かった。また，
CSR に取り組んでいく上での最大の課題は，大
企業・中小企業を問わず，「効果がつかみにくい」，

「取り組んでもメリットが感じられない」ことが
挙げられる（みずほ総合研究所 2005：15）。

4 ．中小企業における「足るを知る経済」の実践
「足るを知る経済」の哲学とその実践は，前節

で述べてきたようにタイの農業社会に大きく影響
していることが分かったが，今まであまり言及さ
れてこなかった企業の持続可能な経営にも効果を
及ぼすことが SCG 社への検討から明らかになっ
た。「足るを知る経済」の思想をもとに会社の経
営に取り組んでいる企業は，本稿で取り上げた
SDG 社のみならず，例えば，スパイス製造会社
ニティ・フード社は，2007年に前国王からタイで
3 社しか受賞していないという「足るを知る経済
賞」（Sufficiency Economics Philosophy National
Contest）を受賞している。ニティ・フード社は，
地元の天然資源の使用，地元住民の雇用と教育お
よび社内技術の発展に力を入れている点から，自
立（self-reliance）の側面から高い評価を得てい
る（Kantabutra 2019：18-19）。ニティ・フード
社は地元住民の職業教育として，ニンニクなどを
生産する農家の営農指導を行い，メモを取らせる
ことを徹底した。農民が完全にメモを取るまでに
は 3 年かかったようだが，それによって農民の自

立性を向上させ，また過去のデータを参照するこ
とが可能となり，生産性が向上することにも繫が
った（松島 2019：225）。また，会社は長期間に
わたって地域の大学との連携を行っている。2004
年にガス料金の変動により商品の生産コストが高
くなっていた時，ニティ・フード社は逆に30%の
コスト削減を実現した。それは，キングモンクッ
ト工科大学大学（King Mongkut’s University of
Technology）と共同開発したガスオーブンを使
うことによって，30%－50%のエネルギー消費を
削減することができたからである（Kantabutra
2019：18-19）。

また，大企業だけではなく，「足るを知る経済」
を実践している中小企業も数多くみられる。
Kantabutra（2007）に よ れ ば，Puntasen et al.

（2003）が，タイにおける1997年アジア金融危機
を乗り越えた296社の中小企業のビジネス活動を
分析したところ，これらの企業の活動は「足るを
知る経済」の思想に基づいた 7 つの商慣行3 )と一
致していると論じた。さらに，タイにおけるアジ
ア金融危機を乗り越えた中小企業は，全て「足る
を知る経済」の哲学に基づいて企業活動を行って
いると結論付けている（Kantabutra 2007：14）。
Suntrayuth（2018）は 8 社の中小企業に対して
調査し，企業が行っている「足るを知る経済」の
実践を明らかにした（表 1 参照）。Girdwichai
and Mekhum (2014）も「足るを知る経済賞」を
受賞している42中小企業を分析し，共通の 4 つの
成功要因・特徴をまとめた。それは，①企業が発
展計画を実施する際に，団結と連携を推奨・強調
すること，②企業は常に知識を探求し，「足るを
知る経済」の思想より導くこと，③企業は，製品
のアイデンティティを定義する際に伝統的な地元
の知恵を応用した企業の経験と知識を用いること，
④社員に社内教育と訓練を提供することである。
また，企業自立発展のガイドラインは下記の四つ
の側面から構成される，①人的資源の発展：企業
は，特に誠実と公共心の側面から社員を育成する
こと，②地域コミュニティの発展：地域コミュニ
ティの発展に明確な目標を策定すること，③地域
コミュニティの経済発展：経験の共有によって副
収入の推奨，④企業の発展計画：月一回の会議の

104 社会科学研究年報

2020 No. 50



開催によって問題の分析や資料のまとめも含めて
企業の発展計画を検討することである。

以上で示してきたように，「足るを知る経済」
の実践は多くの企業にとって持続可能な経営，そ
してリスクマネジメントとして実施している。い
わゆる，企業は「目先の利益」ばかり追求するこ
とではなく，長期的に企業，地域，そして多様な
ステークホルダーの利益を総合的に考慮し，適度
な発展の道を歩んでいくことを選択している。

Ⅳ おわりに

タイにおける「足るを知る経済」の思想は，以
上で検討してきたように前国王や国の理念に留ま
らず，長年，タイの農業社会においても，都市の
コミュニティ開発においても，また企業の持続可
能な経営にも，大きな影響を与えている。この思
想はプミポン前国王が残してくれた最大の遺産と

言われたが，今後のタイの農村発展も含め，「足
るを知る経済」に基づいて持続可能であるシステ
ムが現実的に適用できる条件の解明と社会発展の
動きに注目する必要がある。また，食料自給率が
年々低下し，さらにエネルギーも輸入に依存して
いる日本では，グローバル化がもたらす危機に対
して，内発的な発展と自立を重視してきた「足る
を知る経済」の基本哲学と，タイ王国の持続可能
な発展に向けたその取り組みにおいて，見習うべ
き点があるのではないかと考えられる。

茜本研究は龍谷大学社会研究所共同研究「東アジアの
環境ガバナンス─中国の公衆参加と法執行を中心に
─」の助成を受けたものである。

注
1 ）「農業新理論」の公式は，30-30-30-10というシン
プルなもので，約15ライ（ 2 万 4 千 m2）の土地は 4
つに分割され，水源と同時に魚を飼育するためのた
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表 1 中小企業の「足るを知る経済」の実践

主な影響要因 「足るを知る経済」への考慮 「足るを知る経済」の実践

一般的な経済状況 多くの中小企業は，不安定な時期にお
いて，適度な低経済成長として特徴付
けられた「足るを知る経済」をリスク
軽減の手順であると考える

ビジネスの投資や事業の拡大を慎重に
評価する
将来の投資（例えば，ビジネスローン）
により慎重な態度および現在の事業の
見直し

激しい競争 多くの中小企業は，激化のビジネス競
争の時代において，「自立性」の要素を
事業活動に取り入れる

高いレベルの遂行は，中小企業がより
持続可能な方法で事業活動を行うこと
を誘発する

ビジネス競争において慎重にいざとい
うときの代替案に移行する

多くの企業の経営者は，ほかの企業と
の区別をつけるために，いくつかの社
会の責任と関連する要因・活動を示す

社会の変容 中小企業は，大企業より社会構造の変
容に脆弱である。ほとんどの中小企業
の経営者は，急速な社会変化の時代に
おいて節度ある方法で経営する代替案
を模索する

「中道」を模索する。供給と需要のバ
ランスが維持できるような現在の売上
高を維持する

政治的不安定 政治的不安定は，中小企業の経営者が
リスク軽減行動を取ることを誘発する
一つの原因として考えられる。中小企
業の経営者は，政治的不安定による負
の影響に免疫があることを確保する必
要がある

政治的不安定がビジネスに著しく影響
を与えないように，リスク軽減とリス
ク予測の手順を実施する

出典：Suntrayuth（2018），37ページに基づき筆者作成。



め池に30%，田んぼに30%，野菜や果物などの混合作
物に30%，居住及び家畜飼育や納屋10%が割り当てら
れた。この理論は極めて単純でコストがかかる技術
も必要ではないため，容易に適用可能なものだと理
解されている。

2 ）「開発僧」とは，社会に積極的に関わり地域活動に
従事する僧侶の意味であり，瞑想修行による心の開
発，地域の経済・福祉的事業（例えば，農村開発や
森林保護）を行っている（櫻井 2000：27）。

3 ）「足るを知る経済」が提示している 7 つの商慣行と
は，①技術の適切な使用，②ビジネス能力と調和し
た適切な生産力を管理すること，③貪欲なく，「目先
の利益」のみを追求しないこと，④全ての企業活動
を誠実に行うこと，⑤リスクの分散を強調すること，
⑥ダウンサイドリスクのマネジメントを重視するこ
と，⑦地元，地域，国内，そして国際，それぞれの
マーケットに対応することである（Kantabutra
2007：5）。
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